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内部統制システム構築の基本方針の一部改定に関するお知らせ 

 

 当社は、平成27年５月14日開催の取締役会において、内部統制システム構築の基本方針の一部

改定について決議いたしましたのでお知らせいたします。なお、改定箇所につきましては下線で

示しております。 

 
記 

 

（1）当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

  取締役は、その職務の執行に係る文書その他の情報につき、当社の社内規定に従い適切に保

存及び管理を行う。 

 

（2）当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

  ①リスク管理を全社的に統括する目的で「リスク管理規程」を定め、当社事業から発生する

各種リスクを適切に管理するための体制を整備する。 

  ②事業遂行に伴い発生する可能性のあるリスクについては、リスク毎に所管部署を定めリス

クの顕在化防止に努める。 

  ③各部署でのリスク点検活動における重要事項については、常務会、取締役会へ報告する。 

 

（3）当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

①取締役会は、取締役・従業員が共有する全社的な目標を決定する。各部門の担当取締役は、部

門毎に具体的目標と効率的な達成方法を定め、年度事業計画の策定、見直し及び月次、四半期業

績の管理を行い、業務遂行阻害要因の分析・改善を図る。 

②取締役会の下に常勤取締役、常勤監査役等で構成される常務会を設置し、原則、週 1 回開催す

る。常務会では、取締役会付議事項の事前検討、取締役会から委譲された権限の範囲内における

様々な経営課題についての意思決定を行う。 

 

（4）当社の取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

①当社は、法令・社会規範・定款・社内規程を遵守することを行動規範とする。また、その徹底

を図るため、代表取締役社長を委員長とする「コンプライアンス委員会」を設置し、コンプライ

アンス体制確立のため教育、指導を行う。 



②「コンプライアンス委員会」の教育・指導に沿って、社員の職務が適切に執行されていること

を、内部統制部の業務監査により、監査・確認する。 

③上記活動については、取締役会に報告するものとし、取締役会はコンプライアンス体制の問題

点の把握と改善に努める。 

 

（5）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

  1.子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 

   子会社取締役は、経営計画、損益、業務執行状況等に関する報告を定期的に行う。 

  2.子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制  

   当社「リスク管理規程」において、子会社も当社のリスク管理体制の適用対象としており、子

会社管理の所管部門は、子会社が事業遂行に伴う各種リスクを把握、評価し、リスク管理体制

を確立できるよう指導、監督する。 

  3.子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

   子会社管理の所管部門は、子会社からの報告等に基づき、子会社業務が効率的に行われるよう

に適切な管理を行う。 

  4.子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制 

当社は、子会社の取締役を「コンプライアンス委員会」の委員とし、コンプライアンス委員会

は、子会社の業務の適正を確保するためにグループ企業活動を横断的に管理・指導する。 

 

（6）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

監査役は、監査役会の承認に基づき、その職務を補助すべき使用人を置くことを求めることがで

きる。補助すべき使用人が社員で、担当職務と兼任で監査役補助職務を担う場合は、監査役補助

職務に関しては監査役の指揮命令に従う。 

 

（7）前号の使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実行性の確保に関する事項 

職務を補助すべき使用人の任命・解雇・配転等の人事異動あるいは賃金・その他報酬等の雇用条

件については、監査役会の同意を得た上で取締役会が定めるものとし、当該使用人の取締役から

の独立及び監査役会の指示の実行性確保に努める。 

 

（8）当社及び子会社の取締役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告を

するための体制その他監査役への報告に関する体制及び報告をした者が当該報告をしたことを

理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制 

①当社及び子会社の取締役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者は、当社及び当社グル

ープの財務及び業績に重要な影響を及ぼす事項並びに職務の執行に関する法令・定款違反及び不

正行為の事実を知った時、その他監査役が報告すべきものと定めた事項が生じたときは、遅滞な

く当社監査役へ報告する。 

②当社監査役が当社取締役会及び常務会に出席し、経営上の重要情報について適時報告を受けら

れる体制とするとともに、重要な議事録及び重要書類については監査役へ回覧する。 



   また、監査役は必要と判断したときは、いつでも取締役及び使用人に対して報告を求めること

ができる。 

③監査役へ上記の報告を行った取締役及び使用人に対し、当該報告を行ったことを理由として不

利な取り扱いは一切行わないこととし、その旨を周知徹底する。 

 

（9）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

①監査役は監査の実施に当たり、内部統制部及び会計監査人と連携を密にし、監査役が必要と認

めた時は、弁護士・公認会計士等の外部アドバイザーを任用することができる。 

②監査役は、その職務の執行について必要と認められる費用をあらかじめ当社に提示するものと

し、当社は、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、当該費用を経理規

定に基づき負担する。 

 

（10）財務報告の信頼性を確保するための体制 

当社は、財務報告の信頼性を確保するために内部統制システムを構築し、システムの適正化を恒

常的に図り、適正な運用に努めることにより、金融商品取引法に基づく内部統制報告書の信頼性

と適正性を確保する。 

 

（11）反社会的勢力による被害防止の体制 

１）反社会的勢力排除に向けた基本的考え方 

１.当社は社会秩序や健全な企業活動に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を持たない。 

２.当社は反社会的勢力から接触を受けた場合には、直ちに警察等しかるべき機関に情報を提供

するとともに、暴力的な要求や不当な要求に対しては弁護士等を含め外部機関と連携して組

織的に対処する。 

２）反社会的勢力排除に向けた整備状況 

１.当社は社会的に責任ある企業として、反社会的勢力またはそれらに関係する企業・個人とは

一切の取引を行わないこと、一切の関係を持たないことを役職員一同常に意識する。 

２.万一問題が生じた場合、顧問弁護士や警察等の専門家に相談の上、適切に対処する。 

３.当社文書化の「反社会的勢力対応態勢と要領」「反社会的勢力対応の基本的行動基準」に沿

って、周知徹底する。 

 

以  上 


